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■背景とねらい 

アスパラガスの水田転換畑の排水性の向上を

図るため、縦孔処理による透水性の改善につい

て現地検証を行った。 

■本年度の取組と成果 

１ 取組内容 

アスパラガス栽培において、水田転換畑等で

は排水不良が問題となっているが、圃場の透水

性については、経験値で推し計られており、具

体的な数値が把握されていない。そこで水田転

換畑１年目のハウス内にホールディガーを用い

て深さ 30～40cmの縦孔をあけ、透水性を診断し

た。また、縦孔をあけることで、耕盤が破砕さ

れ、透水性に改善がみられるか調査した。 

２ 成果 

透水性診断については簡易に測定でき、また 

奥行 45mハウス内の箇所により、透水性に違い

があることがわかった。 

さらに、ハウス内に 2.4ｍ間隔で縦孔をあけ 

耕盤破砕した結果、アスパラガスの生育につい

ては、減水深が小さかった箇所では、減水深が

大きかった箇所よりも草丈がやや劣ったが、減

水深の差で生育差はみられなかった。また、縦

孔をあけなかったハウスとの生育差もみられな

かった。 

 

写真１ 透水性診断の様子 

■今後の課題と対応 

 継続して調査を行い、縦孔処理２年目の状況

を調査し、排水効果を検証する。 

（技術経営係 田中） 

 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

花蕾腐敗の原因となる病害には、黒すす病お

よび花蕾腐敗病があり、複合感染も多い。 

花蕾腐敗の原因となる病害発生時期を把握し、

防除適期や適切な薬剤選択の基礎資料とする。 

■本年度の取組と成果 

１ 調査場所、耕種概要 

伊那市 ３か所（春作、秋作年２作ほ場） 

表１ 調査ほ場の耕種概要(秋作) 

調査地点 主な作付 

品種 

主な 

定植日 

マ

ル

チ 

春

作 

標 高

(m) 

Ａ氏ほ場 おはよう ７月25日 無 有 720 

Ｂ氏ほ場 SK9-099 ７月28日 黒 有 690 

Ｃ氏ほ場 SK9-099 ８月２日 黒 有 730 

２ 調査方法 

⑴ 春作における発生状況調査（６月）(達観) 

⑵ 秋作における発生状況調査（７～10月） 

病害の発生消長の把握(発生時期、発生病害、

発生部位、花蕾腐敗の発生程度) 

３ 結果及び考察 

⑴ 春作（巡回により確認） 

３ほ場とも巡回中の達観では、黒すす病の発

生は確認されず、花蕾腐敗症状の発生も確認さ

れなかった。 

⑵ 秋作 

３ほ場とも発生していた病害は、黒すす病及

び黒斑細菌病が主であったが、発生程度は、Ｃ

氏ほ場が最も激しかった。 

Ｃ氏ほ場では、９月上旬から細菌性病害がみ

られ、９月19日の降雨以降、葉における黒すす

病の発生が多くなり、上位葉へ進展し、花蕾の

腐敗症状が多発した。このことから、細菌性病

害の予防散布および糸状菌系病害の発病初期に

効果のある薬剤散布が必要であると推測された。 

■今後の課題と対応 

 初期から殺虫剤の使用に加え、細菌性病害の

予防散布および糸状菌系病害の発病初期に糸状

菌に効果のある薬剤散布体系を今後検討してい

く必要がある。    （技術経営係 田中） 

 

アスパラガスハウスの 

排水性の向上 

重点推進方策Ⅳ  

河岸段丘など恵まれた環境を活かした園芸作物の生産振興 
野菜の生産安定 

ブロッコリー病害対策の推進 



21 

 

 

 

 

■背景とねらい 

上伊那地域の白ネギの主な収穫時期は８月中

旬以降であるが、市場からは早い時期からの出

荷要望がある。これまで早出し作型を検討した

結果、生育初期の地温の確保が生育促進につな

がることが示唆されたため、今年度は被覆資材

の活用による地温上昇効果を確認した。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 調査場所、耕種概要 

駒ヶ根市赤穂、品種「龍美」、条間 120cm株間

2.5cm（ＣＰ303・２粒播き） 

１月 13日播種、３月 17日定植 

⑴ 試験区の内容 

 定植時に被覆資材（農業用不織布・パオパオ

90）によるトンネル被覆を行った区を試験区、

無被覆の区を対照区とした。 

⑵ 調査の方法 

ア 苗質調査 

３月 17日（定植日）に苗質（草丈、葉数、

葉鞘径）を調査した。 

イ 生育調査 

５月 12日（被覆除去直後）及び６月 10日に

草丈、葉数、葉鞘径を測定した。 

ウ 温度調査 

データロガーにより、被覆期間中の試験区及

び対照区の地温（根域部、定植時の溝から地下

３cmの位置）を測定した。 

エ 収穫期調査 

収穫直前の７月 20日に、草丈・葉数・葉鞘

長・葉鞘径を調査するとともに、達観による病

害虫の発生状況調査を実施した。 

３ 結果及び考察 

⑴ 被覆中の試験区の地温は、無被覆の対照区と

比較して、３月 18 日から４月までの日平均で

0.8～2.3℃高く推移し、被覆による地温上昇効

果が確認できた（図１）。 

⑵ 生育調査の結果、被覆除去直後の５月 12日

の調査では試験区は対照区と比較して草丈及び

葉数が大きくなり生育促進効果が確認できた。            

しかし、その後の６月 10日の生育調査では、

試験区と対照区に生育の大きな差はみられなく 

 

 

 

なった（表１）。 

 

図１ 被覆期間中の地温及び気温の推移 

表１ 生育調査の結果(各区２か所×20 株調査平均値） 

⑶ 収穫期調査の結果、試験区の葉鞘長及び調整

前重量は対照区と比較してわずかに大きくなっ

たが（表２）、出荷時期にはほとんど差がみられ

なかった。 

表２ 収穫期調査の結果(調査日：７月 20日) 

各区２か所×20株調査の平均値 

 試験区 対照区 

葉鞘長(cm) 32.7 30.6 

調整前重量(g) 188.2 167.8 

⑷ 被覆資材による地温上昇効果は認められた

が、収穫時期はほとんど変わらなかったので、

今後定植時期をさらに早めた試験をする必要が

ある。 

また、雑草が繁茂し被覆除去後の抜き取り作

業が必要となったので、除草対策をあわせて行

う必要がある。 

 

■今後の課題と対応      

 早期出荷への取り組みに対しては前向きに

取り組んでいただいているので、本年度の試験

結果の考察をふまえて、次年度の試験に取り組

む。 

（技術経営係 田中、地域第一係 黒澤） 

 調査月日 

５月12日 ６月20日 ７月20日 

試験

区 

対照

区 

試験

区 

対照

区 

試験

区 

対照

区 

草 丈

(cm) 

40.1 27.1 43.0 43.7 92.4 90.9 

葉 数

(枚) 

3.8 2.7 4.2 4.7 6.7 6.4 

葉 鞘

径

(㎜) 

7.0 6.6 13.0 12.7 19.1 18.4 

白ネギ早出し作型の被覆資材活用による生育促進効果の確認 



22 

 

 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

近年、トルコギキョウでは立枯病の発生が深

刻となっている。管内の主な対策として、クロ

ルピクリン剤を用いた土壌消毒を行っている。  

しかし、クロルピクリン剤を用いた土壌消毒

は、作業者に大きな負担となる可能性があり、

近隣に民家や通学路があると使用が難しい場合

もある。また、管内において一部の生産者が有

機物資材を用いた土壌還元消毒を実施している

が、作付計画と処理期間の折り合いがつかず、

かつ、還元消毒の効果が安定していないことか

ら管内の普及は十分とは言えない。 

 そこで、抑制作型の収穫が終了したほ場にお

いて、低濃度エタノールおよび米ぬかを用いた

土壌還元消毒を実施し、処理時期やほ場環境が

フザリウム菌・線虫密度および防除効果に及ぼ

す影響を調査した。 

 

■本年度の取り組みと成果 

１ 試験方法 

 供試品種：上伊那オリジナル品種 

 試験区：低エタノール区（以下：低エタ区） 

     米ぬか区 

 試験規模：１区・１連制 

     （低エタ区 180㎡、米ぬか区 270㎡） 

 耕種概要： 

 ・低エタ区：９月 7日処理 

（９/７に、ほ場混和・鎮圧。低エタ 400L（2200L・

10a換算）を１％になるように希釈した後、3.6t

（198t/10a換算）潅水し、被覆を行った。） 

 ・米ぬか区：８月 24日処理 

（８/24 に、米ぬか 540kg(2.0t/10a 換算)を散

布・混和。その後ほ場を鎮圧し、湛水するまで

潅水を行い、被覆を行った。） 

・フザリウム菌・線虫密度調査（処理前後） 

 農研機構の協力を得て分析を行った。 

・土壌酸化還元電位 

 農研機構の協力を得て分析を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

２ 試験結果および考察 

⑴ フザリウム菌。線虫密度 

 土壌還元消毒処理前のフザリウム菌数は、両

ほ場とも検出限界以下だった。線虫数は、低エ

タ区に比べ米ぬか区で高い数値となった。処理

後の分析では、低エタ区でフザリウム菌の増加

が見られ、両区で線虫の増加が見られた（表１）。 

⑵ 土壌酸化還元電位調査 

 低エタ区は、早い段階から酸化還元電位(Eh)

がマイナス値となった。一方で、米ぬか区は処

理期間を通じて Eh がマイナス値となることは

なかった（図１）。 

 

 

 

 

 

 

■今後の課題と対応 

 米ぬか区は、処理期間を通して Eh がマイナ

スになることはなかったため、還元化の効果は

判然としなかった。 

 一方、低エタ区は、早い段階で Eh がマイナ

スとなり還元化が進んだ。このことから、上伊

那管内において９月上旬の低エタを用いた還元

消毒は、有効であることが示唆された。 

 来年度新たに２件の農業者より、米ぬかを用

いた土壌還元消毒の取り組み要望が上がってい

る。引き続き調査研究を行い、本技術の普及に

つながればと考える。 （技術経営係 小池） 

        トルコギキョウの切り花率、秀品率の向上 

         （病害虫管理の実践支援） 

花きの多様なニーズに応える生産振興と産地強化 

図１ 米ぬか区と低エタ区の地温と酸化還元電位の推移 

米ぬか区 低エタ区 

処理前 処理後 処理前 処理後

Ⅰ ND 100 108 216

低エタ区 Ⅱ ND ND 72 0

Ⅲ ND 150 96 200

Ⅳ ND ND 364 572

米ぬか区 Ⅴ ND ND 254 210

Ⅵ ND ND 190 524

フザリウム（CUF/g土壌) 自活性線虫（頭/20g)
区名

表１ 米ぬか区と低エタ区のフザリウム菌、線虫の菌密度の推移 



23 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

飯島町では、新鉄砲ユリ産地の復活に向けて、

地域おこし協力隊制度を活用するなど、新規就

農者の確保に向け、平成 28 年から令和元年ま

での４年間に６名が就農した。これら生産者の

経営安定に向けてベテラン生産者、町、ＪＡ、

支援センターが連携して支援を行う。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 検討会・指導会等の開催 

⑴ 据え置きほ場巡回検討会(ＪＡ主催) 

 ６月３日にＪＡ部会南部支部会員７名、ＪＡ、

町、支援センターで巡回し、状況確認と定植期

を含めた今後の栽培管理について指導した。 

⑵ 据置ほ場巡回検討会(ＪＡ主催) 

９月３日、ＪＡ部会南部支部会員５名の新植

ほ場を会員、ＪＡ、町、支援センターで巡回。

管理状況等確認、今後の管理や出荷等の情報交

換・指導した。基本技術の確認ができた。 

⑶ 栽培上の課題対応 

 重要病害の葉枯病の防除については、病害多

発ほ場を県野菜花き試験場担当者、専門技術員

とで巡回して、対策を検討し、ＪＡと同定した

原因菌についての情報提供を行った。 

⑷ 個別経営相談会 

１月 20日に、次世代人材投資事業対象者５名

に対し、町、ＪＡ、支援センター地域担当によ

る個別相談会を開催、R４実績と R５計画の検

討を行った。 

２ 成果 

 ７月～９月の長雨やほ場滞水、葉枯病の多発

などの影響から、生産面での歩留まりが低く、

経営成果は良くなかった。種苗の安定化、栽培

管理の見直しなど、個々の課題が再確認された。 

 

■今後の課題と対応 

 今後も新規栽培者に対して巡回や指導会、相

談会を通じて栽培技術力の向上や経営安定を図

るため指導を続けていく。 

(技術経営係 小池) 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

 伊那地域では施設花きの他、露地花き・花木

等の生産も盛んである。しかし、生産者の高齢

化等により、露地花き・花木の生産量は減少し

ている。露地品目は、施設等の初期投資が少な

いため兼業農家等が取り組みやすい一面もあり、

R３年から中山間地等で導入しやすいベロニカ

の試作を行い、管内への適応性を検討する。 

■本年度の取組と成果 

 「ベロニカ」はゴマノハ

グサ科の多年生草本で、冷

涼な気候を好む。 

本年度は、R３年４月下

旬に定植した越冬株の生

育と収穫期推移を調査し

た。５月下旬～11 月上旬に

かけて収穫・出荷となり、

昨年度の７月下旬～11 月

下旬に比べ早い収穫開始

となり、収穫終了も早かった。導入にあたり、

夏季には発蕾～開花が短期間で進み、収穫適期

幅が狭いので切り逃しに注意すること。越冬に

おいては、低温により春先新芽が奇形となる場

合があることが判明した。 

■今後の課題と対応 

 管内におけるベロニカの適応性は高いと判断

できた。越冬にあたっては、株を凍害から保温

するために、敷き藁等の対策が必要であると考

えられる。高温期は着蕾～開花(収穫期)の期間

が短く、収穫期を逸しやすいため、労力に見合

った作付けや開花期調整が必要と考えられた。            

(技術経営係 小池) 

 

ゆり類の生産拡大 
中山間地向け新規品目の 

試作・検討 

図１ 令和４年度ベロニカ出荷実績の推移 

写真１ ベロニカの様子 
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■背景とねらい 

「シナノリップ」は側枝が偏って発生しやす

いが、昨年までの試験で目傷処理による側枝発

生効果が確認できた。今年は効果的な目傷の処

理時期を検討する。 

■本年度の取組と成果 

１ 目傷処理時期別の枝発生効果 

⑴ Ｍ９台木 高密植わい化栽培 

２年生樹１区６本×５区 伊那市（標高 700m） 

ア 調査方法 

３月３日から４月 28 日まで２週間おきに

主幹の１年枝部分に１樹あたり 16 か所の目

傷を入れ、11月に枝の発生状況を調査。 

イ 結果 

側枝候補枝が最も多く発生したのは３月

17日処理区で、実践農家で言われている「お

彼岸前後」と一致した。また、３月３日処理

区の枝発生率は 50%、３月 31日処理区は 37％

で、作業時期を広げるのであれば開始時期を

早くする方が良い。本年の発芽は３月 31日で

あったが、発芽期の目傷処理は枝の発生率を

下げるので、発芽前に目傷処理は終わらせた

い。 

 
 

■今後の課題と対応 

 今回、当技術の実践農家の方法に従い目傷を

多くつけた結果、伸長途中で枯死する枝が観察

され、処理数の多さが原因と考えられた。発生

位置の良い芽のみに目傷処理する必要がある。 

また、太く強靭な枝も発生したため、このよ

うな枝は早期に摘心し、他の発生枝を伸ばす工

夫をしたい。    （技術経営係 根田） 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

「シナノリップ」は８月中旬収穫となるた

め、日焼け果や鳥害果の発生が問題となる。県

では樹体ネット被覆を推奨しているが、労力が

かかる事と、日焼けとなる果実は限られるた

め、個々の果実に被覆する資材「サンテ」の日

焼け防止効果を検証する。また、「ムーンルー

ジュ」にも同様の検討を行った。 

■本年度の取組と成果 

１ 調査研究の実施 

「シナノリップ」は着色が良いため、収穫時

まで被覆しても着色すると予想して試験を行っ

たが、着色が淡く果実品質が劣る結果となっ

た。 

「ムーンルージュ」は果面保護に一定の効果

はあったものの、被覆した果実に日焼け由来の

そばかす状の斑点が発生し、出荷率が劣る結果

となった。 

詳細は本冊の調査研究結果参照。 

２ ＪＡ上伊那りんご振興大会での情報提供 

令和５年１月 16日のりんご振興大会で情報

提供した。新素材の試験は興味深いので、作業

時間を含めた結果を求められた。 

 
 

■今後の課題と対応 

 試験資材では予想した結果とならなかったが

現地で行われているネット被覆の効果が確認で

きた。上伊那地域の「シナノリップ」の品質向

上につなげたい。 

（技術経営係 根田） 

 

 

被覆資材「サンテ」による日焼け果

軽減試験 

果樹の新品種・新技術を導入した生産安定 

 

 
 

「シナノリップ」側枝の育成確保の

目傷処理時期の検討 

図１ 処理時期別の枝発生率 

図１ シナノリップ出荷等級構成(箕輪町) 
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■背景とねらい 

 神奈川県で開発された「なし樹体ジョイント

栽培」は作業の省力化・軽労化が図れる栽培方

法として若手生産者の関心が高い。伊那園芸技

術振興委員会と連携し、導入ほ場で検討会を行

い、管理技術や知見を共有する。 

■本年度の取組と成果 

１ 生育検討会 

７月 20日に宮田村ほ場で品種別の枝の伸び

方や着果量を検討した。品種別の特性として、

南水は均等に枝が発生しやすいが、サザンスイ

ートは主幹湾曲部分に発生が集中し、先の枝発

生が少ない傾向があった。そのため湾曲部分か

ら発生した枝は切除し、各品種とも伸びた枝の

誘引、脇芽の新梢管理が必要になる事が明らか

になった。特に幸水と豊水は側枝からの新梢発

生が多く、摘心作業に時間がかかる。 

２ せん定検討会 

品種ごとに枝の出方が違い、せん定方法も栽

植距離も変えていく必要がある。幸水・南水は

定期的に側枝の更新が必要だが、強靭な側枝が

発生すると、その前後に更新枝が発生しにくい

傾向があった。更新枝の発生をしやすくするた

め、でべそ切り、くさび入れを行い、更新枝の

発生を促す試みを行った。 

 

写真１ せん定検討会の様子 

■今後の課題と対応 

 現在試験中の技術で、品種の選定・品種別管

理方法等が未確定である。試験場と連携して技

術確立を行っていきたい。 

（技術経営係 根田） 

 

 

 

 

■背景とねらい 

「シャインマスカット」「ナガノパープル」等

生食用ぶどうの栽培面積が増加しており、栽培

技術の向上と安定が求められている。そこでＪ

Ａ上伊那と連携し、各種講習会、熟度調査等を

実施した。 

■本年度の取組と成果 

１ 栽培講習会の実施 

発芽前（４月）新梢管理（５月）摘房・摘粒

（６月）剪定（１月）を実施した。若木の園地

が多いため、主幹となる新梢をねじらないよう

こまめに誘引すること、新梢管理はベレーゾー

ン前には終わらせるよう指導を行った。 

２ 熟度調査の実施 

伊那市と箕輪町で、「シャインマスカット」と

「ナガノパープル」の熟度調査を行い、糖度上

昇傾向の把握と適期収穫につなげた。「ナガノパ

ープル」は問題なく成熟したが、「シャインマス

カット」は縮果症が発生し、低糖度のまま収穫

となった。  

３ 有害鳥獣対策の実施 

ハクビシン対策として「ブドウ鳥獣保護ネッ

ト」の試験を駒ヶ根市で行い、ハクビシンへの

効果を確認した。結果はＪＡ上伊那のブドウ振

興大会で発表。詳細は調査研究報告書を参照。 

 

写真１ 鳥獣保護ネット設置の様子 

■今後の課題と対応 

 生食用ぶどう産地としては栽培年数の浅い地

域なので、今後も基本技術の徹底を指導してい

く。また、長果Ｇ11（クィーンルージュ🄬）の

管理技術の普及を進める。（技術経営係 根田） 

「なし樹体ジョイント栽培」の実証 生食用ぶどうの栽培技術向上 
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■背景とねらい 

 有機農業においては、販路先の確保が出来て

いない事例や、農地管理が労働力と見合わず荒

らし作りとなる事例等があり、新規参入者の参

入障害となっている。そこで、省力栽培でかつ

所得がある程度期待出来る品目として、子実型

ソルガムを検討し、有機栽培者への導入を探る。 

子実型ソルガム栽培の課題は、高草丈で収穫

に労力が必要、茎葉残さの処分が困難であるが、

品種・系統を比較し、収穫がし易く、実需者が

求める子実色の赤が濃い品質のものを探る。 

■本年度の取組と成果 

１ 子実型ソルガムの品種・系統試験の実施 

⑴ 比較試験圃の設置 

 伊那市長谷に比較試験圃を設置し、品種・系

統は、タカキビ（山梨系、岩手系）、ＭＳ138-Ｂ、

やわらか矮性ソルゴー、ミニソルゴー、メート

ルソルゴーの６品種・系統の栽培比較とした。 

 

 

 

 

 

 
写真１ 子実型ソルガム品種・系統試験の様子 

⑵ 調査結果 

立茎数は、概ね 100本/10m前後、全長３ｍ前

後と１～２ｍのものに分かれた。 

収量性は、ミニソルゴーが最も優れ、概ね 600

～700g/10 本となった。子実の赤味は、タカキ

ビの山梨系及び岩手系が優れ、次いでメートル

ソルゴーとなった。 

特にメートルソルゴーの葉は広く、早期に土

壌を覆うことから、雑草対策としても優れてい

ると考えられた。 

■今後の課題と対応 

 本試験結果を元に、実需者と品質評価をして

いく予定となっている。また、丈の短いものの

粉砕･すき込みの翌年への影響も探っていく。

（地域第一係 増田） 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

辰野町では、信州の環境にやさしい農産物認

証を取得した農産物の販売方法が課題となって

いる。そこで、生産者団体の栽培技術習得に加

え、販売促進の取り組みを支援する。 

■本年度の取組と成果 

１ 活動の取り組み 

⑴ 勉強会の開催 

全５回（現地２回＋座学３回）の勉強会を開

催した。現地勉強会では、ノビエ防除等の管理

技術習得を促すとともに、会員相互のほ場巡回

を通して情報交換を図った。 

 
写真１ 現地勉強会の様子 

⑵ 県外直売会への出品支援 

東京都内で開催される辰野町産農産物直売会

への出品を提案した。実施にあたっては企画会

議を開催し、商品の規格やＰＲ方法について生

産者が自主的に考える機会を提供した。 

 

２ 活動の成果 

辰野町内の 10名の生産者が認証を取得し、計

画に基づいた栽培管理を実施することができた。

また、県外向けの販売については、商品の追加

を求められるなど反響が得られた。 

 

■今後の課題と対応 

県外の消費者がイベントを通じて辰野町産農

産物により関心を持つことで、継続的な取引へ

と結びつくよう、効果的なＰＲを実施していき

たい。           

（地域第一係 林） 

有機農業者の一品目となり得る雑穀

（食用ソルガム）の品種検討 

環境と調和した持続性の高い農業の推進と消費者へのＰＲ 

信州の環境にやさしい農産物認証 

制度などの取得及び拡大の促進 

（地域第一係 増田） 
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■背景とねらい 

 近年、環境への負荷を低減した農産物の生産

による持続可能な農業への関心が高まっている。 

 「信州の環境にやさしい農産物認証制度」は、

一定の栽培条件下で、再生産可能な収益を確保

するとともに環境と調和した農業の推進を目指

す。支援センターでは同制度の紹介、取組者等

への支援を行い、また、認証取得者や面積を増

加させることで環境負荷低減技術の普及を図る。 

■本年度の取組と成果 

１ 取組内容 

⑴ 認証取得支援 

令和４年は、個人 16件、法人２件、199ha

の申請があり、７月～９月にかけて各作物の現

地審査が行われた。支援センターは審査員に同

行し、実施状況の確認や対応支援を行った。 

⑵ 新規取得者の掘り起こし 

 管内市町村にて、１月に制度説明会を開催し、

申請書類の作成支援を行ったほか、認証制度に

関心のある農業者に随時制度の概要説明や希望

調査を実施した。また、新規就農実践塾の講義

の一環として、新規就農者や就農を志す研修生

などにも制度や取組事例を紹介した。 

２ 活動成果 

 令和４年は 15件、191haの現地審査が行われ、

審査の結果全てのほ場が認定された。また、令

和５年に向けて新たに１件の新規申請があった。 

写真１ 認証取得に向けた現地審査の様子 

■今後の課題と対応 

 慣行栽培と比べ、品目によって単収が低い傾

向が見られるため、要因の整理と技術習得を促

す。また、認知度向上のため、消費者へ積極的

に PRを行う必要がある。（地域第二係 増澤） 

 

 

 

 

■背景とねらい 

消費者の“食の安全・安心”や“環境”に対

する関心が高まる中、農産物の安全確保および

環境に配慮した持続可能な農業生産につながる

ＧＡＰの実践が求められている。そこで、ＧＡ

Ｐを「知る」「する」「とる」のレベルに合わせ

た支援を行い、ＧＡＰへの理解を深めるととも

にＧＡＰの取組推進を図ることとした。 

 

■本年度の取組と成果 

１ ＧＡＰを「知る」の推進 

環境保全型農業直接支払交付金対象者に対し、

６月 23日（上伊那管内対象者 30名）と９月 28

日（飯島町対象８名）の２回、新規就農者を対

象に 10 月３日に１回、ＧＡＰ実践研修会を開

催し、ＧＡＰの取組について解説を行った。参

加者からは、「実際に何をすればよいかが良く分

かった」との意見が聞かれた。 

２ ＧＡＰを「する」の支援 

12 月６日に GLOBALG.A.P.取得農園へのオン

ライン視察研修を開催し、管内のイチゴ生産者

９名が参加。認証取得農園でのリスク管理対策

について映像を見ながら学んだ。 

また、ＧＡＰに取り組んでいる生産者４名に

対し個別巡回を行い、個別指導を行った。 

３ ＧＡＰを「とる」の支援 

認証の取得に向けて取り組んでいる農業法人

に対し、支援事業等の情報提供を随時行った。

 
写真１ ＧＡＰ実践研修会の様子 

 

■今後の課題と対応 

ＧＡＰの実践や認証取得に向けて意欲的な農

業者に対して引き続きレベルに合わせた支援を

継続していくとともに、地域のモデルとなる農

業者を育成し、ＧＡＰへの取り組みを広めてい

く。          （地域第二係 山戸） 

環境負荷低減技術の普及 適切な農業管理実践への誘導 
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■背景とねらい 

宮田村では地元の新鮮で安心安全なおいしい

農産物で子どもたちを育てたい、という農家と

栄養教諭の熱い思いから、平成 16年に「学校給

食を育てる会」を発足し、地産地消の学校給食

を提供している。本年は、食で地域をつなぐ「食

ｅｍｉ」という新たな組織の立ち上げ及び活動

の支援に取り組んだ。 

■本年度の取組と成果 

１ 「食ｅｍｉ」の立ち上げ支援 

 村の食の発展を目指したいとの思いから、村

の食に係る活動を行っている女性が中心となり、

食育・地産地消を推進する新たな組織の立ち上

げが行われた。支援センターでは、組織の規約

や、活動計画等の作成の支援を行った。 

２ 活動支援 

 宮田村は米生産が盛んなことから、本年は米

粉の消費を広めるための活動に取り組んだ。12

月３日に米粉を使った料理教室、２月 12 日に

はおうち料理研究家の王鷲美穂氏を招き、「おい

しい信州を食べよう食育講演会」が開催された。

講演会では米粉を使ったレシピの紹介及び米粉

の販売が行われ、参加者からは、買った米粉で

さっそく料理をしてみるとの意見が多く聞かれ

た。支援センターでは、講師の紹介や活動のた

めの補助事業活用の支援等に取り組んだ。

 

写真１ 食育講演会の様子 

■今後の課題と対応 

 食に関する既存の組織と新たな組織での活

動の在り方について、今後検討していく必要が

ある。        （地域第二係 山戸） 

 

 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

新型コロナにより農産物の販売会等の開催が

難しい中で地消地産の推進を図るため、上伊那

管内の特色ある農産物やイベントの情報を広く

発信する取組を実施する。 

 

■本年度の取組と成果 

１ webを活用した管内の旬の農産物情報発信 

⑴ テーマの選定 

センター内職員から意見を募集して、地域や

品目の偏りがないようテーマを選定した。また、

本年度から花きも対象とし、上伊那の特色ある

品目を紹介した。 

 

⑵ 情報発信の実施 

上伊那地域振興局ブログ「い～な上伊那」と

上伊那農業農村支援センターホームページをメ

イン媒体とし、全 12回の情報発信を実施した。

また、うち２回は伊那保健福祉事務所インスタ

グラム「伊那谷 Health letter」へも掲載した。 

表１ 情報発信の実施実績 

テーマ 回数 

旬の農産物 ６ 

イベント情報 ２ 

花き ４ 

２ 活動の成果 

記事を読んだ県内外の方２名から内容に関す

る問い合わせがある等、情報の波及効果が見ら

れた。また、記事の当事者がＳＮＳで情報発信

に活用するなど、二次的な波及も認められてい

る。 

 

■今後の課題と対応 

ブログそのものは拡散性が高くないため、保

健福祉事務所や農産物マーケティング室との連

携を強め、ＳＮＳ等の活用による情報発信力強

化を図りたい。       

（地域第一係 林） 

情報共有等による 

地消地産の推進 

 

重点推進方策Ⅴ 食農教育の充実と多品目の農産物を最大限に 

活用した地消地産の実現 
上伊那らしさが伝わる地消地産と食農教育の推進 

Webを活用した管内の旬の 

農産物の情報発信 
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＜中山間地域農業ルネッサンス推進事業＞ 

■背景とねらい 

近年、上伊那地域ではハクビシンによる農産

物被害が増加し、生産者の意欲が低下している。

そこで、特に被害が激しい果樹栽培ほ場におい

て、獣害対策電気柵の実証展示を実施した。 

■本年度の取組と成果 

１ 取組内容 

⑴ 試験ほ場における調査（駒ヶ根市） 

令和４年８月から 11月にかけて、駒ヶ根市東

伊那のぶどうほ場（品種:ナガノパープル、シャ

インマスカット）に中型獣用電気柵の展示ほ場

を設置した。月に１度ほ場を巡回し、電気柵の

管理状況とセンサーカメラの記録を確認した。 

⑵ 地域への情報提供  

 鳥獣被害が落ち着いた９月に、近隣のぶどう

農家などを集め研修会を開催し、加害獣の生態

や電気柵の設置事例などについて情報提供した。 

２ 活動成果 

設置ほ場は前年まで多くの果実がハクビシン

による食害を受けていたが、電気柵設置以降、

ほ場内への侵入を抑制し、被害をゼロに抑える

ことができた。 

研修会には、鳥獣被害を受けているぶどう農

家や地域住民６名が参加し、電気柵導入および

技術普及に向け有益な情報提供・交換ができた。 

 
写真１ 試験ほ場へ電気柵を設置する様子 

■今後の課題と対応 

 次年度は、他地域へ新たに電気柵実証展示ほ

を設置し、電気柵の効果と維持管理方法を周知

するとともに、生産者の防護意識を啓発する。   

（地域第二係 増澤） 

 

 

 

 

 

 

 

■背景とねらい 

辰野町川島地区では、令和３年度からそばの

販路拡大に取り組み始めたが、他産地との差別

化が課題となっていた。そこで、独自性を出す

１つの手段として、新品種の導入を提案した。 

 

■本年度の取組と成果 

１ 長野Ｓ11号（信州ひすいそば）の試験栽培 

⑴ 試験栽培の実施 

 展示ほ（７a）を設置し、試験場から提供され

た種子２kgをは種した。近隣の慣行品種と比較

して倒伏が少なく、千粒重も高かったが、は種

密度が慣行より小さかったため、品種特性の明

確な評価はできなかった。 

 

写真１ 展示ほを活用した現地検討会 

 

⑵ 食味検討会の実施 

 生産者団体の会員を参集した食味検討会を開

催し、長野Ｓ11号を含む４品種の試食を行うと

ともに、アンケート調査を実施した。 

 

２ 活動の成果 

 アンケート調査では産地化を期待する声が多

数聞かれ、新品種導入に対する機運が高まって

いる様子が伺えた。 

 

■今後の課題と対応 

適正播種は種量での特性把握を実施すると

ともに、収穫後の調製や販路確保を推進するた

めの体制整備を進める。   （地域第一係 林） 

鳥獣被害対策技術の導入 

重点推進方策Ⅵ 二つのアルプスに囲まれた快適な農村環境の創造 
農村環境の維持と中山間地域の活性化 

地域連携による都市農村交流の

推進 


